
地域における医療的ケア児の支援体制の整備地域における医療的ケア児の支援体制の整備

○訪問診療や訪問看護等医療を受けながら生活

することができる体制の整備の確保

○小児在宅医療従事者育成のための研修会の

実施 等

○訪問診療や訪問看護等医療を受けながら生活

することができる体制の整備の確保

○小児在宅医療従事者育成のための研修会の

実施 等

○障害児福祉計画等を利用しながら計画的

な体制整備

○医療的ケアに対応できる短期入所や障害

児通所支援等の確保 等

○障害児福祉計画等を利用しながら計画的

な体制整備

○医療的ケアに対応できる短期入所や障害

児通所支援等の確保 等

○ 医療技術の進歩等を背景として、NICU等に長期間入院した後、引き続き人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養などの医療的
ケアが必要な障害児（医療的ケア児）が増加。

○ 平成28年5月25日成立・同年6月3日公布の「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部を改正す
る法律」において、地方公共団体に対し、医療的ケア児が必要な支援を円滑に受けることができるよう、保健、医療、福祉等の各関連分野の支援を
行う機関との連絡調整を行うための体制整備に関する努力義務を規定（児童福祉法第５６条の６第２項）（本規定は公布日施行）
○ 「医療的ケア児の支援に関する保健、医療、福祉、教育等の連携の一層の推進について」（平成２８年６月３日関係府省部局長連名通知）を地方
公共団体等に発出し、連携体制の構築を推進。

○母子保健施策を通じて把

握した医療的ケア児の保

護者等への情報提供 等

○母子保健施策を通じて把

握した医療的ケア児の保

護者等への情報提供 等

医療関係

地方公共団体

保健 医療

障害福祉 保育

教育 その他

○保育所等、幼稚園、認定こども園

における子どもの対応や保護者の

意向、受入体制などを勘案した受入

や医療的ケア児のニーズを踏まえ

た対応 等

○保育所等、幼稚園、認定こども園

における子どもの対応や保護者の

意向、受入体制などを勘案した受入

や医療的ケア児のニーズを踏まえ

た対応 等

○学校に看護師等の配置

○乳幼児から学校卒業後までの

一貫した教育相談体制の整備

○医療的ケアに対応するための

体制整備（看護師等の研修）等

○学校に看護師等の配置

○乳幼児から学校卒業後までの

一貫した教育相談体制の整備

○医療的ケアに対応するための

体制整備（看護師等の研修）等

地方公共団体の関係課室等の連携

○関係課室等の連携体制の確保
○日頃から相談・連携できる関係性の構築
○先駆的に取り組んでいる地方公共団体

の事例を参考としつつ推進 等

関係機関等の連携

○協議の場の設置
○重症心身障害児者

等コーディネーターの
配置 等

教育関係

障害福祉関係

保健関係 保育関係

6
出典：平成29年度医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議
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項 目 内 容

四 障害児支援の提供
体制の確保に関する
基本的考え方

４ 特別な支援が必要な障害児に対する支援体制の整備
（一） 重症心身障害児に対する支援体制の充実

重症心身障害児が身近な地域にある児童発達支援や放課後等デイサービス等を受けられるように、地域における課題
の整理や地域資源の開発等を行いながら、支援体制の充実を図る。

（二） 医療的ケア児に対する支援体制の充実

医療的ケア児が身近な地域で必要な支援が受けられるように、障害児支援等の充実を図る。さらに、心身の状況に応じ
た保健、医療、障害福祉、保育、教育等の各関連分野の支援が受けられるよう、保健所、病院・診療所、訪問看護ステー
ション、障害児通所支援事業所、障害児入所施設、障害児相談支援事業所、保育所、学校等の関係者が連携を図るため
の協議の場を設けること等により、各関連分野が共通の理解に基づき協働する総合的な支援体制を構築することが重要
である。なお、この場においては、医療的ケア児の支援が学齢期から成人期に円滑に引き継がれるよう、協議していくこと
が必要である。

加えて、医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、市町村においては、関連分野の支援を調整する
コーディネーターとして養成された相談支援専門員等の配置を促進することが必要である。このコーディネーターは、医療
的ケア児が必要とする多分野にまたがる支援の利用を調整し、総合的かつ包括的な支援の提供につなげるとともに、協
議の場に参画し、地域における課題の整理や地域資源の開発等を行いながら、医療的ケア児に対する支援のための地
域づくりを推進するといった役割を担っている。なお、市町村単独での配置が困難な場合には、圏域での配置であっても
差し支えない。

第一 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に関する基本的事項

障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針
（医療的ケア児に関する部分抜粋）

第二 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目標

項 目 成 果 目 標

五 障害児支援の
提供体制の整備
等

○平成３２年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所を各市町村に少
なくとも１カ所以上確保することを基本とする。なお、市町村単独での確保が困難な場合には、圏域での確保であっても差し支えない。

○平成３０年度末までに、各都道府県、各圏域及び各市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を
図るための協議の場を設けることを基本とする。なお、市町村単独での設置が困難な場合には、都道府県が関与した上での、圏域
での設置であっても差し支えない。

出典：平成29年度医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議資料
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（注）１．表中の「 」は「障害者」、「 」は「障害児」であり、利用できるサービスにマークを付している。

２．利用者数及び施設・事業所数は平成29年３月サービス提供分の国保連データ。

サービス名

者 児

居宅介護（ホームヘルプ）

重度訪問介護

自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害により行動
上著しい困難を有する者であって常に介護を必要とする人に、自宅で、
入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援等を総合的に行う

児者

者

行動援護
自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回
避するために必要な支援、外出支援を行う

重度障害者等包括支援

短期入所（ショートステイ）

療養介護

施設入所支援

生活介護

自立訓練（機能訓練）

介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを
包括的に行う

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施
設で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養
上の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行う

施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護
等を行う

常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護
等を行うとともに、創作的活動又は生産活動の機会を提供する

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体
機能の維持、向上のために必要な訓練を行う

児者

児者

児者

者

者

者

者

就労移行支援

就労継続支援（A型＝雇用型）

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要
な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う

一般企業等での就労が困難な人に、雇用して就労する機会を提
供するとともに、能力等の向上のために必要な訓練を行う

者

者

共同生活援助（グループホーム） 夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談、入浴、排せつ、食事
の介護、日常生活上の援助を行う

者

同行援護
視覚障害により、移動に著しい困難を有する人が外出する時、必
要な情報提供や介護を行う

児者

自立訓練（生活訓練）
自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、生活
能力の維持、向上のために必要な支援、訓練を行う

就労継続支援（B型） 一般企業等での就労が困難な人に、就労する機会を提供すると
ともに、能力等の向上のために必要な訓練を行う

者

者

居
住
系

訪
問
系

日
中
活
動
系

施
設
系

訓
練
系
・
就
労
系

介
護
給
付

訓
練
等
給
付

利用者数 施設・事業所数

19,757

7,302

271,949

20,010

130,647

2,190

1,583

10

9,621

4,450

246

2,606

166

32,238

66,025

3,275

3,596

108,302 7,342

6,249

12,284 1,180

223,991 10,724

169,861

10,615

9,907

31

50,637

24,757

障害福祉サービス等の体系１

出典：平成29年度医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議資料
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（注）１．表中の「 」は「障害者」、「 」は「障害児」であり、利用できるサービスにマークを付している。
２．利用者数及び施設・事業所数は平成29年３月サービス提供分の国保連データ。

サービス名

者 児

児童発達支援

医療型児童発達支援

日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、
集団生活への適応訓練などの支援を行う。

日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、
集団生活への適応訓練などの支援及び治療を行う。

児

保育所等訪問支援 保育所等を訪問し、障害児に対して、障害児以外の児童との
集団生活への適応のための専門的な支援などを行う。

計画相談支援

医療型障害児入所施設

障害児相談支援

施設に入所している障害児に対して、保護、日常生活の指導
及び知識技能の付与を行う。

施設に入所又は指定医療機関に入院している障害児に対し
て、保護、日常生活の指導及び知識技能の付与並びに治療を
行う。

【サービス利用支援】
・サービス申請に係る支給決定前にサービス等利用計画案を作成
・支給決定後、事業者等と連絡調整等を行い、サービス等利用計画を

作成
【継続サービス利用支援】

・サービス等の利用状況等の検証（モニタリング）
・事業所等と連絡調整、必要に応じて新たな支給決定等に係る申請の

勧奨

【障害児支援利用援助】
・障害児通所支援の申請に係る給付決定の前に利用計画案を作成
・給付決定後、事業者等と連絡調整等を行うとともに利用計画を作成

【継続障害児支援利用援助】

児

児者

地域移行支援
住居の確保等、地域での生活に移行するための活動に関する
相談、各障害福祉サービス事業所への同行支援等を行う。

者

放課後等デイサービス 授業の終了後又は休校日に、児童発達支援センター等の施設に通わせ、生活
能力向上のための必要な訓練、社会との交流促進などの支援を行う

児

障
害
児
通
所
系

障
害
児
入
所
系

相
談
支
援
系

そ
の
他
の
給
付

利用者数 施設・事業所数

94,217 4,910

2,566 98

3,028

1,675

2,101

44,843

147,320

2,738

470

194

189

3,875

7,470

492

552 323

149,012 10,159

児

児

地域定着支援
常時、連絡体制を確保し障害の特性に起因して生じた緊急事
態等における相談、障害福祉サービス事業所等と連絡調整な
ど、緊急時の各種支援を行う。

者

福祉型障害児入所施設 児

児

障害福祉サービス等の体系２

出典：平成29年度医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議資料
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医療的ケア児等コーディネーター養成研修等事業※地域生活支援促進事業（都道府県・指定都市）

（項）障害保健福祉費
（目）地域生活支援事業費等補助金 平成30年度要求額：68,139千円

（１）医療的ケア児等を支援する人材の養成
地域の障害児通所支援事業所、保育所、放課後児童クラブ及び学校等において医療的ケア児等への支援に従事できる者を養成するた
めの研修や、医療的ケア児等の支援を総合調整する者（以下「コーディネーター」という。）を養成するための研修を実施する。

（２）協議の場の設置
地域において医療的ケア児等の支援に携わる保健、医療、福祉、教育等の各分野の関係機関及び当事者団体等から構成される協議の
場を設置する。協議の場では、現状把握・分析、連絡調整、支援内容の協議等、地域全体の医療的ケア児等の支援に関する課題と対応
策の検討等を行う。

○ 人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある障害児や重症心身障害児等（以下「医療的
ケア児等」という。）が地域で安心して暮らしていけるよう、医療的ケア児等に対する支援が適切に行える人材を養成するとともに,医療
的ケア児等の支援に携わる保健、医療、福祉、教育等の関係機関等の連携体制を構築することにより、医療的ケア児等の地域生活 支援
の向上を図ることを目的とする。

目 的

事業内容

市町村

地域中核病院
・地域小児科センター

障害児
入所施設

児童発達支援
センター等

訪問看護
ステーション

相談支援事業所

救命救急センター・
小児専門病院

小児科診療所
・在宅療養支援

診療所

障害福祉
サービス
事業所

特別支援学校
・学校コーディネーター

育成

協議の場の設置
・現状把握・分析
・支援の連携
・資源の開拓
・地域住民への情報提供

など

保健
センター

育成
【支援者・コーディネーター】
障害児相談支援事業所等の職員等に対す
る研修を行い、医療的ケア児等を支援す
る者の育成の推進を行う

出典：平成29年度医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議資料
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医療的ケア児支援促進モデル事業

○ 医療技術の進歩等を背景に、医療的ケアを必要とする障害児（重症心身障害児含む。以下「医療的ケア児」という。）は増加傾向にある
が、日中一時支援及び障害児通所支援事業所等（以下「事業所等」という。）で医療的ケアができる環境整備がされていないことや事業所
等に配置されている看護師等の人材が医療的ケア児に対応できない場合が多いこと等により、医療的ケア児の受入れ場所が少ない状況にあ
る。このため、事業所等において医療的ケア児の受け入れを促進し、必要な支援の提供が可能となる体制を整備し、医療的ケア児の生活の
向上を図る。

目 的

（１）併行通園の促進（拡充）
障害児通所支援事業所に通所する医療的ケア児について、保育所や放課後児童クラブとの併行通園を提案し、受入のための調整や事前

準備及び受入の際のバックアップを行い、その実施方法について検証し、手順書の作成を行う。
（２）人材育成

医療的ケア児等支援者養成研修の実施や喀痰吸引等研修における障害児通所支援事業所職員等の受講促進などにより、医療的ケア児の
支援経験がない障害児通所支援事業所等の職員の医療的ケアの知識・技能習得を図る。

（３）体制整備の促進
地域の子ども・子育て会議や自立支援協議会等において、緊急時の対応マニュアルの作成、責任の所在の明確化等の医療的ケア児の日

中活動の支援体制について検討を行う。

事業内容

（１）併行通園の促進の例

併行通園

障害児通所支援事業所

保育所等

障害児通所支援事業所に
通いつつ、保育所等の通
園を目指す

馴染みのある事業所
職員等が同行し、保
育所等での受入を
バックアップ

同行

平成３０年度要求額：３１，４９０千円

出典：平成29年度医療的ケア児の地域相談支援体制構築に係る担当者合同会議資料
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平成28年度 「ＩＣＴを活用した重症心身障害児者の医療情報等の共有に向けた調査研究事業」
平成29年度 「医療的ケア児等医療情報共有基盤構築に係る調査研究」

医療的ケアが必要な障害児等の救急時や、予想外の災害、事故に遭遇した際にも、医師が迅速に必要な患者情報を共有できるようにし、どこにいても
適切な対処を受けられるようにする。これにより今まで旅行にでかけることも躊躇することがあったと思われる家族が安心して出かけることが可能になる
ことが期待される。

《平成29年度事業実施内容》
①医療的ケア児等の医療情報共有基盤の構築
②事例による検証
③救急対応に関するヒアリングと検証
④検討会の開催
⑤実証・検証結果からの提言

《平成30年度要求内容》要求額：247,900千円
①平成29年度の実証で得られた課題・問題点を
解決するためのシステム改修
➁改修したシステムを活用し、全国規模での実施

医療的ケア児等医療情報共有サービスのイメージ

出典：平成29年度医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議資料
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◇都道府県・市区町村

※平成２９年度より、市
区町村についても、間
接補助ではなく、都道府
県に事務委任し、直接
補助。

特別支援学校
(公立)

近年、学校において日常的にたんの吸引や経管栄養等の「医療的ケア」が必要な児童生徒が増加し
ている。
これらの児童生徒等の教育の充実を図るため、学校に看護師を配置し、医療的ケアの実施等行う。

医療的ケアのための看護師配置事業 （切れ目ない支援体制整備充実事業）
平成 30年度概算要求額 1,050百万円 （平成29年度予算額 840百万円）

補助金概要
文
部
科
学
省

補
助

幼稚園
小・中学校
高等学校等へ
巡回・派遣も可

国

地方公共団体

補助

雇用

配置

・医療的ケアの実施

・教員への指導・助言

・研修の講師 等

想定される業務例

※病院や訪問看護ステーションへ委託して実施

することも可能

小・中学校等
(公立)

◇補助率：１／３

◇配置人数：1,500人 （ 平成 29年度：1,200人）
◇補助対象経費：看護師の雇用に係る報酬、共済費、旅費等

出典：平成29年度医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議資料
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医療技術の進歩等を背景として、例えば、酸素吸入や人工呼吸器の管理等の特定行為以外の
医行為が必要な児童生徒等の在籍が、学校において増加している。

学校において、こうした高度な医療的ケアに対応するため、医師と連携した校内支援体制の
構築や、医療的ケア実施マニュアル等の作成など、医療的ケア実施体制の充実を図る。

学校における医療的ケア実施体制構築事業
平成30年度概算要求額６３百万円（平成２９年度予算額 ４５百万円）

◆委託先：都道府県・指定都市教育委員会・市町村教育委員会 ◆委託箇所：１７地域

学校における高度な医療的ケア等に対応した校内支援体制充実事業（対象校：公立特別支援学校及び小・中学校等）

医師
（指導医）

検証のための連携協力者
（指導医・主治医・近隣医療機関・保健所・消防署等・保護者）

○ 医療的ケアに精通した医師を指導医として委嘱
し、校内支援体制の充実を図る。
・学校巡回指導
・校内医療的ケア運営委員会での助言
・医療的ケアに関する相談に対する助言等

○ 人工呼吸器の管理等が必要な医療的ケア児にお
ける、学校の施設・整備面や学校が設置されてい
る地域の状況等を踏まえた受け入れ体制に応じ
て、指導医・医療機関・医師会・看護協会・医療
系大学等と連携の下、体制の構築を図る。

○ 検証を踏まえ、教育委員会・医療的ケア運営協
議会において、高度な医療的ケア等に対応するた
めの医療的ケア実施マニュアル等を作成。

教育委員会として学校の医療的ケア実施体制の
構築を図る。

巡回指導

助言

(例)近隣に病院がない学校における人工呼吸器の管理等
が必要な医療的ケア児の受入れ体制の検証
＜緊急時の対応（近隣医療機関との連携体制構築）等＞

医療的ケア
実施マニュ
アル等作成

学校における課題の検証

校
内
支
援
体
制
の
充
実

学校

校内医療的ケア運営委員会
（校長・教員・看護師等）

教育委員会・医療的ケア運営協議会

相談

医療機関
医師会
看護協会
医療系大学

助言

相談

連携

協力・助言 検証の報告課題の提案

出典：平成29年度医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議資料
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着眼点着眼点 （参考）難病患者を対象とする就労支援・両立支援の仕組み
・難病は、完治は難しく療養生活は長期にわたるものの、その患者の多くが、疾病管理を継続すれば、日常生活や職業生活が可能。
・現在までに、難病患者就職サポーターをハローワークに配置するなど、難病患者の就労支援が行われており、就職件数も毎年増加。

・しかし、難病は患者数が少なく多様であることから、他者から理解が得にくく、また患者も身近な地域の医療機関で適切な医療を継
続して受けることが難しい状況にあることから、就職や就労の継続が困難であることが指摘されている。
⇒ 今後は、①難病の多様性に対応した就労支援、②企業に対する研修等の実施による難病患者の就労と治療の両立支援を強化。

仕組み仕組み

企業

住み慣れた地域で適切な医療を提供
難病患者の両立支援のための意見書を作成
【平成28年２月～】

早期の診断、地域の医
療機関への紹介
難病・治療の一般的情
報提供、セカンドオピニ
オンの紹介等
難病に関する研修会
等を実施※

※ 難病相談支援セン
ター等を対象
【平成30年度～】

雇用管理マニュアルの普及
【平成28年度～】
難病患者等の希望する労働条件
に応じた求人の開拓、求人条件
の緩和指導
難病患者の職場定着の支援
（継続）
難病相談支援センターの機能強
化とあわせ、同センターとの更なる
連携による個々の難病患者の希
望や疾病の特性等を踏まえた就
労支援
【平成30年度～】

地域の医療機関

難病診療連携拠点病院（仮称）

難病相談支援センター

難病患者

産業保健総合支援センター

ハローワーク

難病医療拠点病院が実施す
る難病に関する研修会等の受
講による、難病に関する知見
の更なる蓄積
【平成30年度～】
就労と治療の両立支援に専
門性を有する相談員の活用
【平成28年度～】
難病の医学的情報を踏まえた、
ハローワークとの連携による就
労支援
【平成30年度～】

難病情報センター

疾病（指定難病）の病態等に
ついて情報を提供
（継続）

「事業場における治療と職業生活
の両立支援のためのガイドライン」
の普及【平成28年２月～】

両立支援に取り組む関係者に対
する支援 【平成28年度～】
• 事業者等の啓発セミナー、人
事労務担当者、産業保健ス
タッフ等の専門的研修

• 両立支援に係る相談対応・企
業への個別訪問支援

• 医療機関、難病相談支援セ
ンター等と連携し、企業と労働
者（患者）間の具体的調整を
支援【平成30年度～】

産業医等

難病患者就職
サポーター難病相談支援員／

ピアサポーター

両立支援促進員

出典：厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会　難病の医療提供体制の在り方について（報告書）
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 ハローワークに「難病患者就職サポーター」（※）を配置し、難病相談・支援センターと連携しながら、就職を希望
する難病患者に対する症状の特性を踏まえたきめ細やかな就労支援や、在職中に難病を発症した患者の雇用継続等の総
合的な就労支援を行う。 

※   配置数  ： 全国４７人 
    配置場所 ： ハローワークの専門援助窓口 
    活動日数 ： 月１５日勤務（１０局）、月１０日勤務（３７局） 
    採用要件 ： 難病患者の相談に関する業務経験１年以上等 
     

難病相談・支援センターと連携した就労支援の実施 

 

 
難病患者 

 
 ●就労を希望する者 
 
 ●在職中に難病を発症した者  

ハローワーク 専門援助部門 

難病患者就職 
サポーター 

難病患者に対する 
支援 
・相談（適性、職域の分析等） 
・専門支援機関への誘導 
・面接・同行  
・就職後のフォロー 

 

地域障害者 
職業センター 

障害者就業・生活支援セ
ンター 

医療機関 保健所 
等 

各専門支援機関 

連 携 連 携 

事業主等に対する理解
促進 
・事業主に対する啓発 
・求人開拓 
・支援制度に関する情報 
 提供 

ハローワーク各部門 

職業紹介担当 求人担当 

職業訓練担当 
等 

地域の関係機関の連絡調整 
・難病相談・支援センター等との連絡調整 
・連絡協議会の開催 

難病相談・支援センター 

難病相談・支援員等による 
支援 
・治療・生活等に係る相談、 
 助言・指導 

難病相談・支援センターにおける 
出張相談等 
 ・難病患者に対する出張相談 
 ・対象者のハローワークへの誘導 
 ・難病相談・支援員等への情報提供 

出張 

難病患者の支援 

 

出典：第1回小児慢性特定疾病対策等の基本方針検討会
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